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第１章　総則

１．適用
この規程は、「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）により、「担保に関する基本約定」（「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」を含みます。以下「基本約定」といいます。）にもとづく担保として適格となる社債、手形、地方債、電子記録債権および証書貸付債権（以下「特則適格担保」といいます。）に関する事務の細部取扱いについて、「担保に関する細則」の特則を定めるものです。

２．用語の定義
この規程で使用する用語の定義は、基本約定その他の日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

（１）特則適格社債
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす社債をいいます。

（２）特則適格手形
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす企業が振出す手形をいいます。

（３）特則適格地方債
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす地方債をいいます。

（４）特則適格手形類似電子記録債権
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、適格性判定特則別表（１）、（２）イ、および（３）に掲げる基準を充たす手形類似電子記録債権をいいます。

（５）ＢＢＢ格特則適格電子記録債権
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、適格性判定特則別表（１）、（２）ロ、および（３）に掲げる基準を充たすものをいいます。

（６）自己査定型特則適格電子記録債権
適格性判定特則に定める自己査定型電子記録債権をいいます。

（７）特則適格地公体電子記録債権
適格性判定特則３．に定める地方公共団体を債務者とする電子記録債権の適格基準を充たす電子記録債権をいいます。

（８）ＢＢＢ格特則適格証書貸付債権
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす企業に対する証書貸付債権のうち、適格性判定特則別表（１）ロ、および（２）に掲げる基準を充たすものをいいます。

（９）自己査定型特則適格証書貸付債権
適格性判定特則に定める自己査定型証書貸付債権をいいます。

（１０）特則適格地公体証書貸付債権
適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権をいいます。

（１１）ＢＢＢ格特則適格担保
　　　ＢＢＢ格特則適格電子記録債権およびＢＢＢ格特則適格証書貸付債権を総称していいます。

（１２）ＢＢＢ格特則適格債務者
ＢＢＢ格特則適格担保の債務者をいいます。

（１３）自己査定型特則適格担保
特則適格手形、特則適格手形類似電子記録債権、自己査定型特則適格電子記録債権および自己査定型特則適格証書貸付債権を総称していいます。

（１４）本則適格担保
　　　「適格担保取扱基本要領」に定める適格担保をいいます。

（１５）本則適格債務者
「適格担保取扱基本要領」４．に定める適格基準を充たす企業を債務者とする電子記録債権の債務者および同４．に定める適格基準を充たす企業に対する証書貸付債権の債務者を総称していいます。

（１６）特則適格債務者
ＢＢＢ格特則適格債務者、適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす地方公共団体または地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権の債務者および適格性判定特則３．に定める適格基準を充たす地方公共団体または地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務者を総称していいます。

（１７）「担保に関する細則」
「担保に関する細則」および「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（担保関係事務）」をいいます。


第２章　特則適格担保の取扱いにあたっての留意事項

１．事前の連絡
特則適格担保の事前審査の依頼、担保差入の申出または担保返戻の依頼（以下総称して「事前審査の依頼等」といいます。）を行う場合には、２営業日前の日の午前中を目途に、担保取引店に事前審査の依頼等を行う件数を電話等により連絡してください（注）。なお、日本銀行は、事前審査の依頼等の集中等やむを得ない事情により、事前審査の依頼等の日程の変更等をお願いすることがあります。
（注）急ぎの事前審査の依頼等を希望する場合には、その旨を速やかに連絡してください。

２．特則適格社債、特則適格地方債または特則適格債務者の適格性の確認
特則適格社債、特則適格地方債または特則適格債務者の適格性の確認の取扱いは「担保に関する細則」に定めるところによります（注１）。なお、自己査定型特則適格担保の支払人等である企業については適格性の確認を要しません（注２）。

（注１）同時に本則適格担保についての適格性の確認を希望する場合は、特則適格社債、特則適格地方債または特則適格債務者にかかる「担保等適格確認書」（「担保に関する細則」第３号書式）とは別に、本則適格担保にかかる「担保等適格確認書」を送信していただく必要があります。
（注２）自己査定型特則適格担保の支払人等である企業については、事前審査の依頼等にあたり、当該企業が「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則」１．（２）ロ、に定める事項を充たすことを確認してください。

３．担保差入額の限度
担保差入金融機関等が担保として差入れる自己査定型特則適格担保の担保価額の合計額は、当該担保差入金融機関等が差入れている担保価額の総額に２０％を乗じた金額を超えることはできません。自己査定型特則適格担保の担保差入を行う際または自己査定型特則適格担保以外の基本約定にもとづく担保の担保受戻を行う際には、かかる担保差入額の限度を超えないことを確認してください。

第３章　特則適格担保に関する事前審査、担保差入および担保返戻に関する特則

１．特則適格担保に関する事前審査
審査依頼人は、特則適格担保の事前審査の依頼を行う場合には、「担保に関する細則」に定めるスタンプ押なつ依頼書の書式に代えて、第１号書式から第１１号書式（Ｂ）までのうち、事前審査の依頼を行う手形、電子記録債権または証書貸付債権の種類に応じた書式を提出してください。また、その証書貸付債権証書上に自己査定型特則適格証書貸付債権であることを表すスタンプを押なつ済のシンジケート・ローンにおけるシンジケート・ローン債権について事前審査の依頼を行う場合には、「シンジケート・ローン債権証書の写作成依頼書」（「担保に関する細則」第３８号書式）に代えて、「シンジケート・ローン債権証書（自己査定型特則適格証書貸付債権）の写作成依頼書」（第１２号書式）を使用してください。
事前審査の対象が地方公共団体を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権の場合には、「担保に関する細則」の定めにかかわらず、「電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」もしくは「地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書」または「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」もしくは「地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書」の提出は必要ありません。

日本銀行は、特則適格担保の事前審査の依頼を受けた場合において、当該担保が担保として適格であると認め、かつ、特則適格担保であることを確認したときは、手形、記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書の表面に、「担保に関する細則」に定める担保として適格と認める旨のスタンプに加え、特則適格担保であることを表すスタンプを押なつします（注）。

上記の取扱い以外の特則適格担保に関する事前審査の取扱いに関しては、「担保に関する細則」に定めるところによります。


（注）特則適格担保の種類に応じ、次のいずれかのスタンプを押なつします。
１．特則適格手形
	　　　　　＊2
＊１


特


　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名


２．特則適格手形類似電子記録債権
	　　　　　＊2
＊１

特



　　　　（電債）
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名


３．ＢＢＢ格特則適格電子記録債権
	＊2
＊１

特



　　　　（電債）
　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名



４．自己査定型特則適格電子記録債権
	＊2
＊１

自



　　　　（電債）
　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名


５．特則適格地公体電子記録債権
	＊2
＊１

地



　　　　（電債）
　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名


６．ＢＢＢ格特則適格証書貸付債権
	＊2
＊１


特



　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名



７．自己査定型特則適格証書貸付債権
	＊2
＊１


自



　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名


８．特則適格地公体証書貸付債権
	＊2
＊１


地



　　　　　　　
　　　　　　　
	
	

	**1 スタンプ押なつ日付
*2 スタンプ押なつ店名



２．特則適格担保の担保差入および担保受戻
担保差入先は、自己査定型特則適格担保を差入れる場合において、当該自己査定型特則適格担保の支払人等が企業であるときは、併せて、当該企業にかかる法人番号印刷書類（注１）を提出するほか、第５章に定める支払人等コード（注２）を使用してください。
また、地方公共団体または地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権を差入れる場合には、特則適格債務者の適格性の確認を行った際に日本銀行から連絡した支払人等コード（注３）を使用してください。なお、この場合において、地方公共団体を債務者とする電子記録債権または証書貸付債権を差入れるときは、「担保に関する細則」の定めにかかわらず、「電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」もしくは「地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書」または「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」もしくは「地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書」の提出は必要ありません。
上記の取扱い以外の担保差入の取扱いおよび担保受戻の取扱いに関しては、「担保に関する細則」に定めるところによります。

 (注１) 所得税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１１号）第８１条の６第３項第１号ハに規定する法人番号印刷書類をいいます。以下同じです。
（注２）自己査定型特則適格担保の支払人等が企業である場合には、担保種類毎（手形および証書貸付債権については共通）に一の支払人等コードとしています。このため、日銀ネット上、本則適格担保とは異なり、個別の支払人等名は表示されず、担保種類毎（手形および証書貸付債権については共通）に一の支払人等名が表示されます。
（注３）特則適格担保における地方公共団体にかかる支払人等コードは、本則適格担保における地方公共団体にかかる支払人等コードとは異なりますのでご注意ください。

３．本則適格債務者がＢＢＢ格特則適格債務者に変更された場合等の取扱い
日本銀行は、担保差入先から差入れられている担保について、本則適格債務者をＢＢＢ格特則適格債務者に変更した場合またはＢＢＢ格特則適格債務者を本則適格債務者に変更した場合には、当該担保差入先にその旨のほか、変更の適用日およびその後の取扱いを連絡します。
担保差入先は、この連絡を受けた場合には、次のとおり取扱ってください。

（１）本則適格債務者がＢＢＢ格特則適格債務者に変更された場合の取扱い
担保差入先は、差入れている本則適格担保にかかる債務者について、本則適格債務者がＢＢＢ格特則適格債務者に変更された場合には、担保取引店の指示に従い「スタンプ押なつ依頼書」（注）を提出することにより、本則適格債務者がＢＢＢ格特則適格債務者に変更された担保について、ＢＢＢ格特則適格担保であることを表すスタンプの押なつを依頼してください。
日本銀行は、「スタンプ押なつ依頼書」の提出を受けた場合には、本則適格債務者からＢＢＢ格特則適格債務者への変更の適用日に、当該担保の記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書に特則適格担保であることを表すスタンプを押なつします。

（注）第３号書式、第６号書式または第７号書式（Ａ）のうち、スタンプ押なつを依頼する電子記録債権または証書貸付債権に応じた依頼書を指します。

（２）ＢＢＢ格特則適格債務者が本則適格債務者に変更された場合の取扱い
担保差入先は、差入れているＢＢＢ格特則適格担保について、ＢＢＢ格特則適格債務者が本則適格債務者に変更された場合には、担保取引店の指示に従い「スタンプ抹消依頼書」（注）を提出することにより、当該ＢＢＢ格特則適格担保にかかるスタンプの抹消を依頼してください。日本銀行は、「スタンプ抹消依頼書」の提出を受けた場合には、当該ＢＢＢ格特則適格担保の記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書に押なつされた特則適格担保であることを表すスタンプを抹消します。

（注）第１５号書式または第１８号書式のうち、スタンプ抹消を依頼する電子記録債権または証書貸付債権に応じた依頼書を指します。

４．自己査定型特則適格担保の返戻等に関する取扱い
　　担保差入先は、差入れている自己査定型特則適格担保の支払人等が、次の（１）から（３）までのいずれかの場合には、遅滞なく、当該自己査定型特則適格担保にかかる「スタンプ抹消依頼書」（注）を提出するとともに、当該自己査定型特則適格担保について、担保返戻の依頼を行ってください。日本銀行は、「スタンプ抹消依頼書」の提出を受けた場合には、当該自己査定型特則適格担保の手形、記録事項証明書および添付契約書または証書貸付債権証書に押なつされた自己査定型特則適格担保であることを表すスタンプを抹消します。なお、担保返戻の取扱いに関しては、「担保に関する細則」に定めるところによります。

（注）第１３号書式、第１４号書式、第１６号書式または第１９号書式のうち、スタンプ抹消を依頼する手形、電子記録債権または証書貸付債権に応じた依頼書を指します。

　（１）当該担保差入先の属する対象担保差入金融機関等の自己査定において、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先に該当しないとした場合

　（２）支払人等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当することとなった場合

　（３）支払人等が企業である場合において、当該企業が「密接関係企業の基準」（「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則」（参考２））２．に掲げる密接関係企業の基準に該当することとなったとき

第４章　担保余裕額の管理

担保出力指定店舗または担保交付指定店舗は、「担保に関する細則」により、担保価額および所要担保価額の管理を厳格に行ってください。
現に日本銀行に差入れている担保について、特則適格社債の選定等が行われた場合または第３章３．により特則適格債務者もしくは本則適格債務者への変更が行われた場合には、適用される掛目の値の違いにより担保価額が変動することがありますので、注意してください（注１）。
特則適格担保の目的物の種類や残存期間に応じて適用される掛目の値については、日本銀行のホームページ（http://www.boj.or.jp）に掲載している「適格担保の担保価格」３．において具体的に定めています。日本銀行では、掛目の値等について、原則として年１回の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた検証を行い、その結果にもとづいて必要な見直しを行うこととしています（注２）。担保出力指定店舗または担保交付指定店舗においては、毎営業日の業務開始時点で適用される掛目の値を前提として、同時点で担保不足とならないよう、担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。
掛目の値が変更となった場合の取扱いは、担保差入金融機関等が日銀ネット利用金融機関等か否かの別により、以下のとおりです。

（注１）「適格担保取扱基本要領」４．に定める適格基準を充たすものとして既に差入れられている社債、企業を債務者とする電子記録債権または企業に対する証書貸付債権については、適格格付機関から取得した債務者の格付がＡ格以上からＢＢＢ格に変更された場合には、当該変更が生じた日から３営業日程度で掛目が変更されますのでご留意ください。
（注２）掛目の値の変更を決定した場合等には、原則として日本銀行のホームページ（http://www5.boj.or.jp）への掲載の方法により、担保差入金融機関等に対して通知します。

（１）日銀ネット利用金融機関等
日本銀行は、毎営業日の業務開始時に、２営業日後に適用する時価および掛目の値を用いて担保価額合計額および担保余裕額を算出したうえで、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に「担保不足・余裕等通知」を送信します。掛目の値が変更となる場合には、「担保不足・余裕等通知」に表示される担保価額合計額および担保余裕額は、変更後の掛目の値を用いて算出した値となりますので、担保不足が生じることが見込まれないことを必ず確認してください。

（２）（１）以外
日本銀行は、掛目の値が変更となる場合には、変更後の掛目の値を用いて担保価額合計額および担保余裕額を算出したうえで、担保不足が生じることが見込まれるときは、担保差入金融機関等の担保交付指定店舗に対して連絡します。



第５章　特則適格担保にかかる適格担保管理関連コード等

特則適格担保の取扱いにおいて用いる適格担保管理関連コード等は、次のとおりとします。

（担保種類区分コード）
	区      分
	コード

	特則公募地方債
	２１３１

	特則非公募地方債
	２１８１

	特則社債
	２５５１

	特則社債（割引債）
	２５５２

	特則手形（注）
	４０５１

	特則企業証書貸付債権（自己査定型）（注）
	５０５１

	特則企業証書貸付債権（ＢＢＢ）（注）
	５０６１

	特則地公体出資法人証書貸付債権（注）
	５０７１

	特則地公体証書貸付債権（注）
	５２３１


（注）電子記録債権を含む。
（適格担保掛目区分コード）
	区      分
	コード

	特則地方債
	２１３１

	特則社債
	２５５１

	特則手形（注）
	４０５１

	特則企業証書貸付債権（自己査定型）（注）
	５０５１

	特則企業証書貸付債権（ＢＢＢ）（注）
	５０６１

	特則地公体出資法人証書貸付債権（注）
	５０７１

	特則地公体証書貸付債権（注）
	５２３１


（注）電子記録債権を含む。

（企業を債務者とする自己査定型特則適格担保の支払人等コード）
	区分
	支払人等
	コード

	特則手形の支払人および特則企業証書貸付債権（自己査定型）の債務者
	（特則）自己査定型企業
	４９０００１

	特則企業電子記録債権（自己査定型）
	（特則電債）自己査定型企業
	４９０００２





第６章　その他

日本銀行は、日銀ネットの障害等によりこの規程の定めによる取扱いができないと認める場合には、この規程と異なる取扱いをし、または担保差入先毎にこの規程の定めと異なる取扱いを指示することがあります。
日本銀行は、担保に関する取扱いの適切な運用を確保するため、必要と認める場合には、この規程を改正することがあります。


（附則）この規程は、「適格性判定特則」を廃止する日をもって廃止します。
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